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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

第一部 【企業情報】

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期

会計期間

自 平成16年 
  ２月21日 
至 平成16年 
  ８月20日

自 平成17年
  ２月21日 
至 平成17年 
  ８月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ８月20日

自 平成16年 
  ２月21日 
至 平成17年 
  ２月20日

自 平成17年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ２月20日

売上高 (千円) 5,782,976 6,566,555 7,931,832 10,570,104 12,008,628

経常利益 (千円) 609,306 766,618 966,796 785,728 925,115

中間(当期)純利益 (千円) 306,011 370,261 512,332 397,606 453,296

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 573,976 573,976 1,105,976 573,976 1,105,976

発行済株式総数 (株) 2,807,600 2,807,600 12,030,400 2,807,600 6,015,200

純資産額 (千円) 2,215,873 2,590,541 4,136,994 2,308,425 3,741,125

総資産額 (千円) 5,354,029 5,040,049 6,624,940 4,599,653 5,999,617

１株当たり純資産額 (円) 789.24 922.69 343.88 812.76 617.52

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 123.65 131.88 42.59 140.48 75.02

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 22.50 14.00

自己資本比率 (％) 41.4 51.4 62.4 50.2 62.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 530,467 841,593 744,658 244,824 703,215

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △343,181 △144,515 △865,308 △613,571 △809,141

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 872,727 △314,084 △192,233 439,886 700,935

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,614,465 1,008,586 907,718 625,591 1,220,602

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数)

(名)
305 
(151)

359
(170)

415
(218)

319 
(150)

364
(170)



  注１ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推

移」については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社がないため記載しておりませ

ん。 

４ 平成16年４月30日開催の取締役会決議により、平成16年５月21日現在の株主名簿に記載のある株主に対して

平成16年５月21日付でその所有株式１株を８株の株式に分割いたしました。 

  なお、第30期中の１株当たり中間純利益については、期首に株式分割が行われたものとして計算しておりま

す。 

５ 平成16年８月12日付の有償一般募集による新株式の発行により350,000株増加しております。 

６ 平成17年６月23日開催の取締役会決議により、平成17年８月20日現在の株主名簿に記載のある株主に対して

平成17年10月７日付でその所有株式１株を２株の株式に分割いたしました。 

  なお、第31期の１株当たり当期純利益については、期首に株式分割が行われたものとして計算しておりま

す。 

７ 平成17年12月13日付の有償一般募集による新株式の発行により350,000株、平成18年１月10日付の第三者割

当による新株式の発行により50,000株の合計400,000株増加しております。 

８ 平成18年６月19日開催の取締役会決議により、平成18年７月20日現在の株主名簿に記載のある株主に対して

平成18年７月21日付でその所有株式１株を２株の株式に分割いたしました。 

  なお、第32期中の１株当たり当期純利益については、期首に株式分割が行われたものとして計算しておりま

す。 

９ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

10 純資産額の算定にあたり、第32期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

  



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年８月20日現在 

 
  注１ 従業員数は就業人員であります。 

２ ( )内は、外書きでアルバイトを示しており、１人当たり１日８時間換算にて算出したものであります。 

３ 従業員数が前事業年度末に比べると51名増加しておりますが、主として業務の拡大に伴う採用であります。

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 415(218)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前中間期末と比較して100百

万円減少し907百万円となりました。 

  

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  当中間会計期間のわが国経済は、企業の業績回復や個人消費の増加により、景気の緩やかな拡大基調

が続くものと予想されました。しかし、世界的な需要増大や緊迫する中東情勢に起因する原油高などを

背景に、米国景気の先行き、原材料価格の高騰、ゼロ金利解除後の金利上昇等の懸念によって、企業・

家計心理に不透明感が増幅し、景況感が悪化しています。

  ７月に入ってからも、北朝鮮のミサイル発射問題や中東情勢の緊迫化など地政学リスクの高まりが原

油高に拍車をかけ、原油先物相場は最高値を更新しました。また、ゼロ金利が解除されたことで金利上

昇リスクが一層高まったことや、梅雨明けの遅れや天候不順なども、幅広い業界の景況感を押し下げる

要因となっております。

  企業業績や経済統計が示すとおり国内経済は底堅く、しばらく景況感は下支えされるとみられるもの

の、こうしたリスクが内包している限り、強弱感の交錯する一進一退状況が続くものと思われます。

  このような情勢のもと、当社においては株式会社ダイエーと株式会社ヤサカへの商品供給について足

踏み状態がつづいたものの、既存店においては堅調な売上を維持しながら積極的な出店を進め、収益の

の改善に努めてまいりました。

  「新規出店」につきましては、当初の計画通り、購買者層の厚い関東地区への積極的出店を行い関東

地域へ7店舗、中部地域へ1店舗、関西地域へ1店舗、中国地域に1店舗の計10店舗を出店するとともに、

収益性を考慮し1店舗を退店いたしました。また、関西地域においてはFC（フランチャイズ）店を1店舗

出店しております。この結果、当中間期末店舗数は直営店107店舗、ＦＣ店12店舗のあわせて119店舗と

なりました。

  この結果、当中間期の売上高は7,931百万円（前年同期比20.8％増）となりました。利益につきまし

てはＰＢ（プライベートブランド）商品の構成比率が向上したこともあり、営業利益は931百万円（前

年同期比22.0％増）、経常利益は966百万円（前年同期比26.1％増）、中間純利益は512百万円（前年同

期比38.4％増）となりました。

営業活動の結果得られた資金は744百万円となりました。これは法人税等の支払による支出286百万

円、たな卸資産の増加149百万円があったものの、税引前中間純利益が968百万円に達したほか、125百

万円の減価償却費の実施及び仕入債務の増加額189百万円によるものであります。



(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 
  

投資活動の結果使用した資金は865百万円となりました。これは主に新規出店に係る建物等の有形固

定資産の取得による支出745百万円、差入保証金の差入による支出78百万円によるものであります。

財務活動の結果使用した資金は192百万円となりました。これは長短借入金を純額で108百万円返済し

たことと、83百万円の配当金の支払いによるものであります。



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
注 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
注１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 総販売実績に対する販売割合で10％以上の相手先はありません。 

  

(3) 地域別販売実績 

当中間会計期間の地域別販売実績は次のとおりであります。 

  

 
注１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 上記店舗数は、平成18年８月20日現在の直営店舗を記載しております。 

 ３ ＦＣロイヤリティその他には、ＦＣロイヤリティ収入、フランチャイズ店ならびに量販店向商品売上、及び本

社部門における外商売上を記載しております。 

  

品目別 金額(千円) 前年同期比(％)

自転車 3,204,245 122.7

パーツ・アクセサリー 854,778 123.3

その他 173,295 152.9

合計 4,232,319 123.8

品目別 金額(千円) 前年同期比(％)

自転車 5,367,084 119.7

パーツ・アクセサリー 1,611,118 119.9

ロイヤリティ 31,962 129.2

その他 921,666 128.8

合計 7,931,832 120.8

地域別 売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 店舗数(店)

関東 2,669,803 33.7 130.7 37

中部 1,291,223 16.3 123.9 21

関西 2,973,264 37.5 109.1 44

中国 210,856 2.6 171.6 5

ネットワーキング店 531,476 6.7 109.9 -

ＦＣロイヤリティ 
その他

255,206 3.2 170.5 -

合計 7,931,832 100.0 120.8 107



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修について完了し

たものは、次のとおりであります。 

 
 注１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 上記金額には、有形固定資産のほか差入保証金、仲介手数料等を含んで記載しております。 

  

(2) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について重要な変更は

ありません。 

出店計画につきましては、当初年間予定数22店舗に対し、10店舗（新規10）出店しております。従

いまして、下半期の出店予定数は12店舗（新規12）であります。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容 投資額(千円) 完了年月

立川幸店 
（東京都立川市）    販売設備 27,344 平成18年2月

藤沢石川店 
（神奈川県藤沢市） 販売設備 53,689 平成18年3月

ダイエー千葉長沼店 
（千葉市稲毛区） 販売設備 1,577 平成18年3月

浦和東店 
（さいたま市緑区）

販売設備    
（賃借不動産の買取）

428,173 平成18年3月

高槻店 
（大阪府高槻市）

販売設備    
（改修）

26,745 平成18年3月

宇都宮インターパーク 
（栃木県宇都宮市） 販売設備 49,418 平成18年4月

シーオン上新庄店 
（大阪市東淀川区） 販売設備 26,442 平成18年4月

瀬谷南台店 
（横浜市瀬谷区） 販売設備 48,564 平成18年4月

呉店 
（広島県呉市）   販売設備 46,386 平成18年4月

富士見店 
（埼玉県富士見市） 販売設備 32,150 平成18年5月

岩槻店 
（さいたま市岩槻区）   販売設備 46,542 平成18年5月

清水草薙店 
（静岡市清水区） 販売設備 35,041 平成18年6月



(3) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

 
 注１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  ２ 上記金額には、有形固定資産のほか差入保証金、仲介手数料等を含んで記載しております。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月総額

(千円)
既支払額
(千円)

ダイエー新松戸店 
（千葉県松戸市）

販売設備 1,618 - 自己資金 平成18年 9月 平成18年 9月

めじろ台店 
（東京都八王子市）

販売設備 50,454 11,000 自己資金 平成18年 4月 平成18年11月

府中店 
（東京都府中市）

販売設備 52,579 12,900 自己資金 平成18年 5月 平成18年12月

枚方店 
（大阪府枚方市）

販売設備
（改修）

48,849 12,000 自己資金 平成18年 8月 平成19年 2月

ダイエー練馬店 
（東京都練馬区）

販売設備 1,618 - 自己資金 平成19年 3月 平成19年 3月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
注 株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
注 平成18年６月19日開催の取締役会決議により、平成18年７月21日付をもって１株を２株に分割しております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,121,600

計 48,121,600

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月17日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 12,030,400 12,030,400
東京証券取引所
(市場第二部)

注

計 12,030,400 12,030,400 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年7月21日 6,015,200 12,030,400 － 1,105,976 － 1,210,392



(4) 【大株主の状況】 

平成18年８月20日現在 

 
注 日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日興シティ信託銀行株

式会社及び野村信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数はそれぞれ1,088,600株、557,700

株、452,200株、444,400株であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

下 田   進 大阪府吹田市 2,261,708 18.80

下 田 佳 史 大阪府箕面市 1,720,000 14.30

下 田 幸 男 大阪市都島区 1,231,232 10.23

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町2丁目11番3号 1,120,900 9.32

下 田 富 昭 大阪市東淀川区 905,996 7.53

下 田 英 樹 大阪市都島区 860,000 7.15

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海1丁目8番11号 574,700 4.78

あさひ従業員持株会 大阪市都島区大東町2丁目3番20号 488,900 4.06

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川2丁目3番14号 452,200 3.76

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2丁目2番2号 444,400 3.69

計 ― 10,060,036 83.62



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月20日現在 

 
注 完全議決権株式（その他）における普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式5,600株（議決権個数 56

個）が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年８月20日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
注１ ※印は、株式分割権利落ち後の株価を示しております。 

注２ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部のものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,029,400
120,294

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式  
普通株式 1,000 ― 同上

発行済株式総数 12,030,400 ― ―

総株主の議決権 ― 120,294 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成18年３月度 ４月度 ５月度 ６月度 ７月度 ８月度

最高(円) 3,000 3,500 3,550 4,050
3,720 
※1,820

1,830

最低(円) 2,735 2,860 3,200 3,320
3,460 
※1,580

1,580



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次のとおり

であります。 

（１）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式
数(株)

就任年月
日

監査役 － 北山顕一
昭和21年 
７月24日生

昭和44年４月 松下電器産業株式会社入社

－
平成18年8
月21日

平成５年８月 同社ビデオ事業部長

平成７年７月 株式会社松下流通研修所松下電器

商学院学院長(出向)

平成10年 6月 大阪松下ライフエレクトロニクス

株式会社代表取締役社長(出向)

平成13年10月 株式会社松下流通研修所代表取締

役副社長(出向）

平成18年 7月 松下電器産業株式会社退社

平成18年 8月 当社監査役(現任)

注 監査役北山顕一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

（２）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 － 横 山 博 之 平成18年8月20日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年２月21日から平成17年８月20日まで)については、「中間財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前中間会計期間（平成17年２月21日から平成17年８月20日まで）は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

ただし、当中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)は、「財務諸表等の監査証明に

関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号)附則第２項により、改

正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年２月21日から平成17年８月

20日まで)及び当中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)の中間財務諸表について、

あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年８月20日)

当中間会計期間末

(平成18年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,141,680 1,033,815 1,346,697

 ２ 売掛金 165,204 235,869 128,215

 ３ たな卸資産 1,139,555 1,447,121 1,297,913

 ４ その他 178,759 227,902 187,827

   貸倒引当金 △960 △960 △960

   流動資産合計 2,624,239 52.1 2,943,749 44.4 2,959,694 49.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 1,041,070 1,385,234 1,192,712

  (2) 土地 ― 814,195 457,793

  (3) その他 345,919 180,289 151,363

   有形固定資産合計 1,386,990 2,379,719 1,801,869

 ２ 無形固定資産 38,794 39,957 40,539

 ３ 投資その他の資産

  (1) 差入保証金 651,174 803,593 745,332

  (2) その他 356,680 474,675 469,416

   貸倒引当金 △17,830 △16,755 △17,235

   投資その他の資産 
   合計

990,025 1,261,513 1,197,514

   固定資産合計 2,415,810 47.9 3,681,190 55.6 3,039,922 50.7

   資産合計 5,040,049 100.0 6,624,940 100.0 5,999,617 100.0



前中間会計期間末

(平成17年８月20日)

当中間会計期間末

(平成18年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 399,760 437,234 346,006

 ２ 買掛金 486,786 526,734 428,629

 ３ 短期借入金 72,000 122,000 156,000

 ４ １年以内返済予定の 
   長期借入金

207,757 45,996 100,403

 ５ 未払法人税等 396,492 444,852 287,323

 ６ 賞与引当金 64,293 71,572 67,848

 ７ 役員賞与引当金 ― 9,675 ―

 ８ その他 434,327 527,484 487,126

   流動負債合計 2,061,417 40.9 2,185,549 33.0 1,873,336 31.2

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 98,344 53,348 73,346

 ２ 役員退職慰労引当金 259,747 197,448 271,809

 ３ その他 30,000 51,600 40,000

   固定負債合計 388,091 7.7 302,396 4.6 385,155 6.4

   負債合計 2,449,508 48.6 2,487,946 37.6 2,258,491 37.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 573,976 11.4 ― ― 1,105,976 18.4

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 678,844 ― 1,210,392

   資本剰余金合計 678,844 13.5 ― ― 1,210,392 20.2

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 18,688 ― 18,688

 ２ 任意積立金 790,000 ― 790,000

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

524,478 ― 607,513

   利益剰余金合計 1,333,166 26.4 ― ― 1,416,201 23.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

4,554 0.1 ― ― 8,556 0.2

   資本合計 2,590,541 51.4 ― ― 3,741,125 62.4

   負債資本合計 5,040,049 100.0 ― ― 5,999,617 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年８月20日)

当中間会計期間末

(平成18年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,105,976 16.7 ― ―

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 1,210,392 ―

   資本剰余金合計 ― ― 1,210,392 18.3 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 18,688 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,090,000 ―

    繰越利益剰余金 ― 709,033 ―

   利益剰余金合計 ― ― 1,817,721 27.4 ― ―

   株主資本合計 ― ― 4,134,089 62.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券 
   評価差額金

― ― 2,904 0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 2,904 0.0 ― ―

   純資産合計 ― ― 4,136,994 62.4 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 6,624,940 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 6,566,555 100.0 7,931,832 100.0 12,008,628 100.0

Ⅱ 売上原価 3,380,292 51.5 4,099,711 51.7 6,208,034 51.7

   売上総利益 3,186,262 48.5 3,832,120 48.3 5,800,594 48.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2,422,407 36.9 2,900,481 36.6 4,865,950 40.5

   営業利益 763,855 11.6 931,639 11.7 934,643 7.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 19,710 0.3 54,203 0.7 48,305 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 16,946 0.2 19,045 0.2 57,833 0.5

   経常利益 766,618 11.7 966,796 12.2 925,115 7.7

Ⅵ 特別利益 ※３ ― ― 6,490 0.1 ― ―

Ⅶ 特別損失 ※４ 30,546 0.5 4,969 0.1 44,345 0.4

   税引前中間(当期) 
   純利益

736,071 11.2 968,317 12.2 880,769 7.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

383,000 429,000 458,000

   法人税等調整額 △17,189 365,810 5.6 26,984 455,984 5.7 △30,527 427,472 3.5

   中間(当期)純利益 370,261 5.6 512,332 6.5 453,296 3.8

   前期繰越利益 154,216 154,216

   中間(当期)未処分 
   利益

524,478 607,513



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月20日残高(千円) 1,105,976 1,210,392 1,210,392

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － － －

 役員賞与 － － －

 中間純利益 － － －

 別途積立金の積立 － － －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － －

平成18年８月20日残高(千円) 1,105,976 1,210,392 1,210,392

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月20日残高(千円) 18,688 790,000 607,513 1,416,201 3,732,569

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － － △84,212 △84,212 △84,212

 役員賞与 － － △26,600 △26,600 △26,600

 中間純利益 － － 512,332 512,332 512,332

 別途積立金の積立 － 300,000 △300,000 － －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ 300,000 101,520 401,520 401,520

平成18年８月20日残高(千円) 18,688 1,090,000 709,033 1,817,721 4,134,089

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月20日残高(千円) 8,556 8,556 3,741,125

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － － △84,212

 役員賞与 － － △26,600

 中間純利益 － － 512,332

 別途積立金の積立 － － －

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△5,651 △5,651 △5,651

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△5,651 △5,651 395,868

平成18年８月20日残高(千円) 2,904 2,904 4,136,994



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

前中間会計期間

(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 736,071 968,317 880,769

 ２ 減価償却費 99,995 125,040 214,309

 ３ 長期前払費用の償却額 1,945 777 4,060

 ４ 地代家賃のうち 
   建設協力金との相殺額

7,363 12,632 15,210

 ５ 貸倒引当金の減少額 △500 △480 △1,095

 ６ 賞与引当金の増加額 6,030 3,724 9,585

 ７ 役員賞与引当金の増加額 - 9,675 -

 ８ 役員退職慰労引当金の 
   増減額

13,367 △74,360 25,429

 ９ 受取利息及び受取配当金 △1,367 △2,149 △3,555

 10 支払利息 2,569 1,176 4,678

 11 投資有価証券売却益 - △6,490 -

 12 固定資産除売却損 6,256 4,969 15,055

 13 店舗賃貸借契約解約損 24,290 - 29,290

 14 売上債権の増加額 △45,658 △107,653 △8,670

 15 たな卸資産の増加額 △9,625 △149,208 △167,983

 16 未収入金の増加額 △19,497 △57,362 △263

 17 仕入債務の増減額 103,089 189,333 △8,821

 18 未払消費税等の増減額 2,146 5,984 △9,129

 19 未払金の増加額 51,898 34,061 12,413

 20 預り保証金の受入による 
   収入

- 11,600 10,000

 21 役員賞与の支払額 △26,500 △26,600 △26,500

 22 その他 70,605 89,127 82,298

     小計 1,022,480 1,032,115 1,077,082

 23 利息及び配当金の受取額 163 167 363

 24 利息の支払額 △2,409 △1,153 △4,467

 25 法人税等の支払額 △178,641 △286,471 △369,763

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

841,593 744,658 703,215



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の減少 
   による収入

6,002 - 13,004

 ２ 投資有価証券の売却 
   による収入

- 10,010 -

 ３ 有形固定資産の取得 
   による支出

△104,738 △745,851 △559,199

 ４ 無形固定資産の取得 
   による支出

△3,108 △7,089 △8,127

 ５ 貸付けによる支出 △495 △300 △825

 ６ 貸付金の回収による収入 3,495 466 7,013

 ７ 長期前払費用の支出 △2,097 △3,747 △5,545

 ８ 差入保証金の差入 
   による支出

△15,989 △78,550 △130,524

 ９ 差入保証金の返還 
   による収入

3,907 20,384 17,533

 10 建設協力金の支出 △30,600 △60,630 △141,580

 11 その他 △891 - △891

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△144,515 △865,308 △809,141

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純減少額 △93,086 △34,000 △9,086

 ２ 長期借入金の返済 
   による支出

△158,317 △74,405 △290,669

 ３ 株式の発行による収入 - - 1,063,548

 ４ 配当金の支払額 △62,680 △83,828 △62,856

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△314,084 △192,233 700,935

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

0 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

382,994 △312,883 595,010

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

625,591 1,220,602 625,591

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

1,008,586 907,718 1,220,602



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。 

 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しておりま

す。

――――  

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)を採用しております。 

 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。

 (2) デリバティブ 

   時価法

 (2) デリバティブ

同左

 (2) デリバティブ

同左

 (3) たな卸資産 

  商品 

   総平均法による原価法 

  未着品 

   個別法による原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法

 (3) たな卸資産

  商品

同左

  未着品

同左

  貯蔵品

同左

 (3) たな卸資産

  商品

同左

  未着品

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建物附

属設備は除く)については、定

額法によっております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   ソフトウエア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産 

       同左

 (2) 無形固定資産 

       同左

３ 繰延資産の処理方法

 新株発行費

  支出時に全額費用として処理し

ております。

３ 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

       同左

３ 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

       同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

       同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

       同左



前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当中間会計期間負担額

を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当事業年度負担額を計

上しております。

――――   (3) 役員賞与引当金

   役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

のうち当中間会計期間負担額を

計上しております。

 （会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年11月

29日 企業会計基準第4号）を

適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益がそれぞれ

9,675千円減少しております。

――――  

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。

 (4) 役員退職慰労引当金

同左

 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

５ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

５ リース取引の処理方法

同左

５ リース取引の処理方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理に

よっております。

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  a ヘッジ手段…為替予約取引

   ヘッジ対象…外貨建金銭債務

  b ヘッジ手段…金利スワップ取

            引

   ヘッジ対象…変動金利付借入 

       金の金利

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

   外貨建金銭債務の為替リスク

の低減並びに変動金利付借入金

の金利変動リスクの回避を目的

とし当該取引を行うにあたって

は、当社の内部規定である「金

融派生商品取引管理規程」に基

づいております。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (3) ヘッジ方針

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   為替予約については、履行が

確実な輸入取引に係るものであ

り確実に実行されるためヘッジ

の有効性の評価を省略しており

ます。 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たして

いるため、ヘッジの有効性の評

価を省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヶ月以内に満期日又

は償還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投

資であります。

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

     同左

７ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

     同左

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債「その他」に含めて表示

しております。

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

     同左

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間 
(自 平成17年２月21日 
  至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
  至 平成18年８月20日)

前事業年度 
(自 平成17年２月21日 
  至 平成18年２月20日)

―――― （固定資産の減損に係る会計基準） ――――

 当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計基準委員会 平成

14年８月９日）及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は4,136,994千円で

あります。        

 中間財務諸表等規則の改正により

当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

――――



表示方法の変更 

 
追加情報 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

――― （貸借対照表）

 前中間会計期間において、有形固定資産の「その

他」に含めて表示しておりました「土地」(前中間会計

期間末残高239,282千円）については、資産総額の100

分の５を超えたため、当中間会計期間より区分掲記し

ております。

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

法人事業税における外形標準課税部

分の中間損益計算書上の表示方法 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に交付され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が12,048千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、

12,048千円減少しております。

――― 法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第9号)が平成15

年3月31日に交付され、平成16年4月

1日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」(平成16年2月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が19,000千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、

19,000千円減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年８月20日)

当中間会計期間末
(平成18年８月20日)

前事業年度末 
(平成18年２月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,046,024千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,210,310千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

1,103,521千円

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

 ２ 当座貸越契約 

 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

 ２ 当座貸越契約 

 

当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行７行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

 

当座貸越極度額 
及び貸出コミッ 
トメントの総額

800,000千円

借入実行残高 72,000千円

差引額 728,000千円

 

当座貸越極度額 1,250,000千円

借入実行残高 220,344千円

差引額 1,029,656千円

当座貸越極度額 1,350,000千円

借入実行残高 322,749千円

差引額 1,027,251千円

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,318千円

受取家賃 8,100千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2,028千円

受取家賃 13,066千円

為替差益 11,762千円
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 3,356千円

受取家賃 16,485千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 2,569千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 1,176千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 4,678千円

※３    ――― ※３ 特別利益の主要項目

 投資有価証券売却益 

         6,490千円
 

※３       ―――

※４ 特別損失の主要項目

   固定資産除売却損

6,256千円

※４ 特別損失の主要項目

   固定資産除売却損

4,969千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産除売却損

15,055千円

   (建物5,133千円、車両運搬具

37千円、工具器具備品1,086

千円ですべて除却損でありま

す。)

   店舗賃貸借契約解約損

24,290千円

 

   (建物4,959千円、工具器具備

品10千円ですべて除却損であ

ります。)

   

 

   (建物13,713千円、車両運搬

具 37 千 円、工具器具備品

1,091千円、長期前払費用212

千円ですべて除却損でありま

す。) 

店舗賃貸借契約解約損       

           29,290千円

 ５ 当社の売上高は事業内容の関

係上４月初旬が繁忙期にあた

るため、事業年度の下半期に

比べ上半期の売上高が大きく

なる季節的変動があります。

 ５ 同左  ５     ―――

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 94,843千円

無形固定資産 5,151千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 119,415千円

無形固定資産 5,624千円

 ６ 減価償却実施額

有形固定資産 203,591千円

無形固定資産 10,717千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自  平成18年2月21日 至  平成18年8月20日） 

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

    株式分割による増加     6,015,200株 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式

  普通株式（株） 6,015,200 6,015,200 － 12,030,400

自己株式

  普通株式（株） － － － －

２. 新株予約権等に関する事項

    該当事項はありません。

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年5月18日定
時株主総会

普通株式 84,212 14 平成18年2月20日 平成18年5月19日

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

      該当事項はありません。

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成17年８月20日現在)

現金及び預金勘定 1,141,680千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△133,094千円

現金及び 
現金同等物

1,008,586千円

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成18年８月20日現在)

現金及び預金勘定 1,033,815千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△126,097千円

現金及び 
現金同等物

907,718千円

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

(平成18年２月20日現在)

現金及び預金勘定 1,346,697千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△126,095千円

現金及び
現金同等物

1,220,602千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期間末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間会計
期間末残
高相当額
(千円)

機械装置 58,395 28,204 30,191

工具器具 
備品

45,993 9,872 36,120

合計 104,388 38,076 66,311

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期間末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間会計
期間末残
高相当額
(千円)

機械装置 58,395 39,883 18,512

工具器具 
備品

25,868 10,781 15,087

ソフトウ
エア

23,925 9,626 14,299

合計 108,190 60,291 47,899

 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 58,395 34,043 24,352

工具器具
備品

45,993 14,570 31,422

合計 104,388 48,613 55,774

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 21,073千円

１年超 45,238千円

 合計 66,311千円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 18,322千円

１年超 29,576千円

 合計 47,899千円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 19,477千円

１年超 36,297千円

 合計 55,774千円

(注) 未経過リース料の中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

(注)     同左 (注) 未経過リース料の期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 10,687千円

減価償却費 
相当額

10,687千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 10,917千円

減価償却費
相当額

10,917千円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 21,073千円

減価償却費
相当額

21,073千円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 2,164千円

１年超 8,194千円

 合計 10,359千円

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 1,388千円

１年超 5,900千円

 合計 7,289千円

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年内 2,164千円

１年超 7,112千円

 合計 9,277千円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

  

(ストック・オプション等関係) 

  

 
  

  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

種類

前中間会計期間末 
(平成17年８月20日)

当中間会計期間末
(平成18年８月20日)

前事業年度末 
(平成18年２月20日)

取得原価 
(千円)

中間貸借対 
照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価
(千円)

中間貸借対
照表計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額
(千円)

株式 5,380 13,048 7,668 1,860 6,750 4,890 5,380 19,785 14,405

計 5,380 13,048 7,668 1,860 6,750 4,890 5,380 19,785 14,405

前中間会計期間末 
(平成17年８月20日)

当中間会計期間末
(平成18年８月20日)

前事業年度末 
(平成18年２月20日)

 為替予約取引および金利スワップ

取引を行っておりますが、ヘッジ会

計を適用しておりますので注記の対

象から除いております。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

――― 該当事項はありません。 ―――

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

当社は、関連会社がありませんの

で該当事項はありません。
同左 同左



(１株当たり情報) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

１株当たり純資産額 922.69円 １株当たり純資産額 343.88円 １株当たり純資産額 617.52円

１株当たり中間純利益 131.88円 １株当たり中間純利益 42.59円 １株当たり当期純利益 75.02円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

───

 

 

 当社は、平成17年10月７日付で株

式1株につき2株の株式分割及び平成

18年7月21日付で株式1株につき2株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間および前事業年度における1株

当たり情報については、以下のとお

りとなります。

前中間会計期間 前事業年度
（自 平成17年2月21日  (自 平成17年2月21日

至 平成17年8月20日) 至 平成18年2月20日)

１株当たり純資
産額

１株当たり純資
産額

230.67円 308.76円

１株当たり中間
純利益

１株当たり当期
純利益

32.97円 37.51円

 なお、潜在株
式調整後1株当た
り中間純利益に
ついては、潜在
株式が存在して
いないため、記
載しておりませ
ん。

なお、潜在株
式調整後1株当た
り当期純利益に
ついては、潜在
株式が存在して
いないため、記
載しておりませ
ん。

 

 当社は、平成17年10月７日付で株

式1株につき2株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度

における1株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

 

前事業年度

（自 平成16年2月21日
至 平成17年2月20日)

１株当たり純資産額

406.38円

１株当たり当期純利益

70.24円

なお、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在していないため、記載しており
ません。



(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間会計期間末
(平成17年８月20日)

当中間会計期間末
(平成18年８月20日)

前事業年度末 
(平成18年２月20日)

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額（千円）

- 4,136,994 -

普通株式に係る純資産額(千
円)

- 4,136,994 -

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額と１株当たり純資産
額の算定に用いられた普通株
式に係る中間会計期間末の純
資産額との差額の主な内訳
（千円）

- - -

普通株式の発行済株式数
（株）

- 12,030,400 -

普通株式の自己株式数（株） - - -

１株当たり純資産の算定に用
いられた普通株式の数（株）

- 12,030,400 -

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

中間(当期)純利益(千円) 370,261 512,332 453,296

普通株主に帰属しない金額
(千円)

- - 26,600

(うち利益処分による 
役員賞与金)

- - (26,600)

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

370,261 512,332 426,696

期中平均株式数(株) 2,807,600 12,030,400 5,688,076

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

- - -



(重要な後発事象) 
  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成17年２月21日
至 平成17年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

前事業年度
(自 平成17年２月21日
至 平成18年２月20日)

（株式分割）

 当社は、平成17年６月23日開催の

取締役会決議に基づき、次のように

株式分割による新株式の発行を行い

ました。

１ 株式分割の目的

   投資単位の引下げによる投資

家層の拡大や株式の流動性の向

上のため。

２ 株式分割の概要

   平成17年10月７日付をもって

普通株式１株につき２株に分割

しました。

  (1)分割により増加する株式数

     普通株式 2,807,600株

  (2)分割方法

   平成17年８月20日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式

数を、１株につき２株の割合を

もって分割しました。

３ 配当起算日

        平成17年８月21日

４ １株当たり情報に及ぼす影響

   当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当た

り情報は、それぞれ以下のとお

りとなります。

  （前中間会計期間）

  １株当たり純資産額

            394.62円

  １株当たり中間純利益

             61.82円

   潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しており

ません。

  （当中間会計期間）

  １株当たり純資産額

            461.34円

  １株当たり中間純利益

             65.94円

   潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しており

ません。

  （前事業年度）

  １株当たり純資産額

            406.38円

  １株当たり当期純利益

             70.24円

   潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載しており

ません。

――― ―――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度(第31期)(自 平成17年２月21日 至 平成18年２月20日) 

 平成18年５月18日近畿財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

 上記(1)の訂正報告書 

 平成18年６月12日近畿財務局長に提出。 

(3)有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度(第30期)(自 平成16年２月21日 至 平成17年２月20日)の訂正報告書 

 平成18年11月17日近畿財務局長に提出。 

(4)有価証券報告書の訂正報告書 

 上記(1)の訂正報告書 

 平成18年11月17日近畿財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年11月16日

株式会社あさひ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社あさひの平成17年２月21日から平成18年２月20日までの第31期事業年度の中間会計期間(平

成17年２月21日から平成17年８月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社あさひの平成17年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年２月21日から平成17年８月20日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  浩  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  井  隆  雄  ㊞

(注記文)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年11月16日

株式会社あさひ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社あさひの平成18年２月21日から平成19年２月20日までの第32期事業年度の中間会計期間(平

成18年２月21日から平成18年８月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社あさひの平成18年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年２月21日から平成18年８月20日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  井  上  浩  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  井  隆  雄  ㊞

(注記文)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。
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